
 

 

民生福祉常任委員会審査日程 
 

日 時  平成３１年３月７日(木) 

午前９時 

場 所  第１委員会室 

         

～審査内容～ 

 

１ 議案第３３号 山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の

制定について（国保） 

 

２ 議案第１４号 平成３１年度山陽小野田市国民健康保険特別会計予算に

ついて（国保） 

 

３ 議案第１６号 平成３１年度山陽小野田市後期高齢者医療特別会計予算

について（国保） 

 

４ 議案第３０号 山陽小野田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について（社会福祉） 

 

５ 議案第３１号 山陽小野田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につい

て（子育て） 

 

６ 議案第３２号 山陽小野田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定

について（子育て） 

 

７ 議案第４４号 山陽小野田市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定につ

いて（市民） 

 

８ 議案第１９号 平成３１年度山陽小野田市病院事業会計予算について

（病院） 

 

９ 議案第３７号 山陽小野田市民病院使用料及び手数料徴収条例の一部を

改正する条例の制定について（病院） 



 

 

 

10 議案第２９号 山陽小野田市介護保険条例の一部を改正する条例の制定

について（高齢） 

 

11 議案第１５号 平成３１年度山陽小野田市介護保険特別会計予算につい

て（高齢） 
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資料① 

議案第３３号  

山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

■改正理由 

国民健康保険法施行令の一部改正（平成３１年４月１日施行）が行われるのに伴い、

所要の改正を行うもの。 

 

■改正内容 

① 保険料の賦課限度額引き上げ 

国は、医療保険料に関する負担の公平性を確保するため、被用者保険と開きの

ある、国保における賦課限度額超過世帯の占める割合を引き下げようと、限度額

を段階的に引き上げてきている。平成３１年度は基礎賦課分について３万円引き

上げるもの。改正に伴う影響額は、平成３０年度当初賦課ベースで９世帯  

約２５７万円増。 

 

年度 基礎賦課分 
後期高齢者 
支援分 

介護 
納付金分 

計 

H30 58 万円 19 万円 16 万円 93 万円 

H31 61 万円 据置き 据置き 96 万円 

 

② 保険料軽減判定基準の緩和 

物価上昇を見込み、低所得者の負担に配慮し、軽減判定基準を緩和するもの。同

基準は、デフレの影響で据え置いた状態が続いていたが、近年の物価上昇を受け、

平成２６年度から連続で引き上げられている。改正に伴う影響額は、平成３０年度

当初賦課ベースで６５世帯 約１４９万円減。 

 

年度 
軽減判定所得 

７割 ５割 ２割 

H30 
基礎控除 
(33 万円) 

基礎控除(33 万円) 
＋27.5 万円×被保険者数 

基礎控除(33 万円) 
＋50 万円×被保険者数 

H31 
基礎控除 
(33 万円) 

基礎控除(33 万円) 
＋28 万円×被保険者数 

基礎控除(33 万円) 
＋51 万円×被保険者数 

 







資料④－１

保険料率及び事業費納付金

■平成31年度標準保険料率と本市の保険料率の比較について

区分 所得割（％） 資産割（％） 均等割（円） 平等割（円） 所得割（％） 資産割（％） 均等割（％） 平等割（％）
医療分 8.19 33,034 22,527 44.04 39.27 16.69
後期支援分 2.64 10,569 7,207 44.07 39.25 16.69
介護分 2.44 12,687 5,696 40.22 42.25 17.53

区分 所得割（％） 資産割（％） 均等割（円） 平等割（円） 所得割（％） 資産割（％） 均等割（％） 平等割（％）
医療分 9.28 26,921 24,290 50.00 32.00 18.00
後期支援分 2.93 8,617 7,774 50.00 32.00 18.00
介護分 2.82 9,608 5,849 50.00 32.00 18.00

　

＜参考＞
平成30年度標準保険料率

区分 所得割（％） 資産割（％） 均等割（円） 平等割（円） 所得割（％） 資産割（％） 均等割（％） 平等割（％）
医療分 7.52 29,790 20,401 43.97 39.26 16.77
後期支援分 2.50 9,903 6,782 46.95 39.27 16.77
介護分 1.89 9,735 4,633 39.70 41.93 18.36

区分 所得割（％） 資産割（％） 均等割（円） 平等割（円） 所得割（％） 資産割（％） 均等割（％） 平等割（％）
医療分 8.57 24,280 21,900 50.00 32.00 18.00
後期支援分 2.81 8,069 7,278 50.00 32.00 18.00
介護分 2.20 7,429 4,542 50.00 32.00 18.00

標準保険料率（県内共通の算定方法）
保険料率 賦課割合

山陽小野田市の算定方式
保険料率（現時点での試算） 賦課割合

標準保険料率（県内共通の算定方法）
保険料率 賦課割合

山陽小野田市の算定方式
保険料率（現時点での試算） 賦課割合







資料⑥
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資料⑦－１  
【平成３１年度からの新規疾病予防事業】 
 
１ 国民健康保険糖尿病性腎症重症化予防事業 
 

 ・国、県が策定した糖尿病性腎症重症化予防プログラムに基づき、本市の糖尿

病性腎症の高リスク被保険者（対象者）を抽出し、重症化予防のための保健

指導を行う。 

 

 〔事業の進め方〕 

  １ 糖尿病性腎症の高リスク被保険者（対象者）の抽出（一次抽出）は市で

行う。 

   ※抽出方法（山口県糖尿病性腎症重症化予防プログラムに基づく方法） 

     前年度のレセプトデータに糖尿病レセプトがあり、さらに腎症がある

方や、特定健診データで尿蛋白、eGFRが正常でない方を抽出する。ただ

し、１型糖尿病、要介護認定を受けている方、人工透析を受けている方

等を除く。 

                    

  ２ 対象者抽出後、医療機関（かかりつけ医）に参加勧奨を行う対象者の抽

出（二次抽出）を依頼し、対象者を決定する。 

                    

  ３ 対象者の決定後、参加勧奨を行い、保健指導参加者を決定する。 

                    

  ４ 保健指導については、実績のある業者に委託し、電話・面談を通した保

健指導（服薬・生活指導）を行う。 

                    

  ５ 保健指導前、保健指導後の生活習慣、検査値の比較等による事業の評価

を行い、今後の事業における取組の見直しを図る。 

 

 〔予算額〕３，０２３千円 

  ・糖尿病性腎症重症化予防事業委託料……３，００３千円 

  ・通信運搬費（郵送料）……………………   ２０千円 

  ※財源：国民健康保険基金繰入金 

 

 〔スケジュール〕 

  ４月～７月…………対象者の抽出（一次抽出）、医療機関への対象者抽出 

           （二次抽出）依頼 

  ７月～９月…………対象者の決定、参加勧奨 

  ９月～翌年３月……保健指導参加者の決定、保健指導の実施 



資料⑦－２ 
 
２ 国民健康保険脳ドック事業 
 

 ・脳疾患の早期発見、特に脳卒中の防止のため、３０歳以上の国保被保険者が

山口労災病院で脳ドックを受診する費用２７，０００円のうち、およそ８５ 

  ％の２３，０００円を助成し、受診者の自己負担額を４，０００円とするこ

とで受診を促進し医療費の適正化を図る。 

 

 ・脳ドック受診費用が消費税率改正に伴い変更となった場合においても、受診

者の自己負担額は４，０００円とする。 

 

 ・定員は５０名（山口労災病院と協議済）とし、その年度分の申込みを一斉受

付し抽選により受診者を決定する。 

 

 〔予算額〕１，１７５千円 

  ・脳ドック検診補助金………１，１７０千円 

  ・通信運搬費（郵送料）……    ５千円 

  ※財源：国民健康保険基金繰入金 

 

 〔スケジュール〕 

  ４月～５月…………募集、受診者決定 

  ６月～翌年３月……受診期間 



資料⑧

①保険料率等

第５期
（H28・29年度）

第６期
（H30・31年度）

増減

所得割率 10.52% 10.28% ▲0.24％

均等割額 52,390円 52,444円 54円

１人当たり保険料
（軽減前）

97,037円 97,122円 85円

１人当たり保険料
（軽減後）

69,414円 71,702円 2,288円

②保険料賦課限度額

第４・５期
（H26～29年度）

第６期
（H30・31年度）

増減

賦課限度額 57万円 62万円 5万円

③保険料軽減
●均等割軽減となる所得の基準

区分 H30年度 H31年度 増減

９割軽減
（特例措置・本則７割）

33万円以下
かつ加入者全員が
年金収入80万円以下

同左
（ただし、９割→８割）

-

８．５割軽減
（特例措置・本則７割）

33万円以下で
上記以外

同左 -

５割軽減
所得基準

33万円+
被保数×27.5万円

以下

33万円+
被保数×28万円

以下

1人ごと
5千円

２割軽減
所得基準

33万円+
被保数×50万円以下

33万円+
被保数×51万円

以下

1人ごと
1万円

●旧被用者保険被扶養者に対する特例軽減

区分 H30年度 H31年度

所得割 負担なし 負担なし

④参考：被保険者数（１月末現在）

H30年 H31年 増減

山陽小野田市 10,568人 10,727人 159人

山口県 237,643人 240,976人 3,333人

平成３１年度における後期高齢者医療制度の主な変更点

均等割 5割軽減

５割軽減
（資格取得後２年を経
過する月までの間に

限る）







議案４４号　資料

利用者数及び証明書発行枚数推移 （単位：枚、人）

本山 有帆 本山 有帆 本山 有帆 本山 有帆 本山 有帆 本山 有帆

謄本 5 12 8 16 12 6 8 13 9 15 7 9

抄本 5 1 6 4 8 10 9 5 5 7 1 3

0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0

132 93 113 88 81 64 70 68 61 64 49 50

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

43 44 57 43 48 56 33 44 38 44 19 33

185 150 184 151 150 137 120 130 113 130 76 96

162 108 146 111 124 102 99 110 91 113 67 79

＊　平成３０年度は平成３１年１月末時点での集計

平成30年度平成28年度 平成29年度

利用者数

合計

戸籍

平成25年度 平成26年度 平成27年度

印鑑証明

住民票

附票

住民票記載事項証明













議案第２９号 

山陽小野田市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

委員会説明資料 

 

低所得者に係る第１号保険料軽減強化について 

 

軽減措置の推移 

（上段の単位：円、下段：保険料基準額に対する割合） 

 
第１段階 

国基準  本市独自 
第３段階 

 第２段階  第２段階 

本則 
33,000 49,500  46,200 49,500 

0.5 0.75  0.7 0.75 

平成３０年度から 
29,700     

0.45  △0.125   

平成３１年度から 24,750 41,250  37,950 47,850 

（１０月から消費税率１０％） 0.375 0.625  0.575 0.725 

平成３２年度から 19,800 33,000 △0.125 29,700 46,200 

（消費税率１０％） 0.3 0.5  0.45 0.7 

（本市の保険料基準額 66,000 円（年額）） 

 

軽減措置による影響額 

 第１段階 第２段階 第３段階 計 

対象者数見込み（人） 3,654 2,017 1,619 7,290 

影響額（円） 30,145,500 16,640,250 2,671,350 49,457,100 

国庫負担（１／２） 15,072,000 8,320,000 1,335,000 24,727,000 

県負担（１／４） 7,536,000 4,160,000 667,000 12,363,000 

市負担（１／４） 7,537,500 4,160,250 669,350 12,367,100 

 


